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Profile

安井裕之　Hiroyuki Yasui
一般社団法人　Climate Integrate 公共政策ディレクター

大学卒業後、事業会社で国内外における新規事業投資プロジェクトに係る規制課題
の調査・分析、コンプライアンス体制の構築・強化に従事。

2017年に公共政策コンサルティングを専門とするマカイラ株式会社に参画。社会
変革につながる新しいビジネス領域を中心に、政策提言や政府・自治体・NPO等と
の関係構築・連携支援を行う。一般社団法人シェアリングエコノミー協会でも、公
共政策部長として、シェアリングエコノミーに関わる制度改革の実現や安心安全な
利用環境の整備に向けた提言活動を展開している。

2024年、Climate Integrateに参加。京都大学法学部卒業。
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気候政策シンクタンク

一般社団法人 Climate Integrate
❏ 持続可能な社会の実現のために、調査分析・対話・

コミュニケーションを通じて政策と行動を促進

❏ 科学と政治と社会をつなぐ統合的なアプローチでさ

まざまなアクターの脱炭素への取り組みを支援



2024年はわたしたちの　
未来を方向付ける分岐点



気候変動は、人類が直面する最も深刻な危機である
　〜気候変動を表す言葉がどんどん厳しい表現に変化し、危機感が募っている

地球温暖化 Global Warming
気候変動 Climate Change
気候危機 Climate Crisis
気候非常事態 Climate Emergency
地球沸騰化     Global Boiling

・気候変動：大気中の「温室効果ガス」濃度が増加し、地球の平均気温が上昇する現象
・温室効果ガス：CO2(二酸化炭素）、メタン、一酸化二窒素、代替フロン（HFC・PFC・SF6・NH3)
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国連からも緊急性や大胆な行動を
呼びかける発表が続く

“我々は気候地獄に向かう高速道路で
アクセルを踏み続けている” 2022.11

“全ての国に化石燃料企業からの広告を禁
止するよう求める” 2024.6

“熱波が人々と地球に深刻な影響を及ぼす
ようになっている。我々は気温上昇に立
ち向かわねばならない” 2024.11

グテーレス国連事務総長



世界の平均気温の変化

出典：Our World in Data, Global Carbon Budget よりClimate Integrate作成 出典：IPCC第6次報告書より、Climate Integrate「気候変動の今」

これまでに1.1℃上昇

世界の化石燃料起源のCO2排出量

温室効果ガス・CO2の排出による温暖化の進行が深刻
 〜1850年頃からの化石燃料からのCO2排出が主要因（左図）で、地球の平均気温は前例のない温暖化に（右図）
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https://ourworldindata.org/emissions-by-fuel
https://climateintegrate.org/archives/841
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2024年の気温：さらに高い水準で推移
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2024年の海水温：非常に高い水温を記録

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved



地球の平均気温（西暦0年 – 2100年見通し）

今後さらなる気温上昇が予測し、さらなる気候の激甚化が予測
 〜現状のままでは2.5 – 2.9℃ （シナリオ③）まで上昇するが、私たちの行動次第で上昇幅は変えられる

出典： IPCC「第6次評価報告書 WG1 SPM1、SPM.8」よりClimate Integrate作成 Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved



1.5℃実現のチャンスが
狭まっており
2030年までの
大幅削減が重要

1.5℃上昇に抑制する世界目標の達成には、大胆な方向転換が必須
　〜世界で2030年に温室効果ガス43%削減、2050年に84%削減が必要

温室効果ガス全体 CO2

2030 ー43% ー48%

2035 ー60% ー65%

2040 ー69% ー80%

2050 ー84% ー99%

1.5℃目標整合に求められる世界全体の削減
（2019年比）

出典：IPCC AR6 Synthesis report SPM P21より作成
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出典：IPCC第6次報告書より、Climate Integrate「気候変動の今」

https://climateintegrate.org/archives/841
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• エネルギーのあり方決める「第７次エネルギー基本計画」を策定中
• 次の温室効果ガス排出削減目標を定める「NDC」を策定中
• それらを取りまとめた「GX2040ビジョン」を取りまとめ中

政府が（私たちからよく見えないところで）進める政策が日本のこれから、世界
のこれからを決めていこうとしている。

重要な期間：2024年9月-2025年1月ぐらいまで
　　　このままでは、変わりない今までのままでやり過ごすことになる？

私たちはそこにどう関われるのか？

2024年は重要な意思決定のタイミング



エネルギー基本計画の
策定プロセス
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各種審議会の委員構成は政府の審議会運営指針と不整合

● 委員構成：意見、学識経験等が公正かつ均衡の取れた構成であること

● 委員選任：府省出身者の任命は厳に抑制。特に審議会等の所管府省出身者は、必要な場合を除き選任
しない

● 高齢者：職責を十分果たしうるよう、原則として選任しない

● 兼職：一の者が就任できる委員総数は原則として最高 3 、特段の事情がある場合でも 4 を

上限

● 任期：原則 2 年、再任を妨げないが、10 年を超えて継続任命しない

● 女性委員：府省編成時から約 10 年以内に 30 %に高めるよう努める

審議会等の運営に関する指針（要旨）
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• 環境⼤⾂‧経済産業⼤⾂に国会質問
• 審議会委員が決め⽅問題を提起（村上）
• 有識者が「決め⽅問題」を提起（⾼村‧三宅‧橘川）
• 各種団体が提⾔に「決め⽅問題」を盛り込む（JCLP、⽇本若者協議会など）
• 「決め⽅問題」をテーマにしたイベント‧ウェビナー等の開催
• 各種団体が各⽅⾯で「決め⽅問題」を話題（REI、350など）
• メディアが多⽅⾯でピックアップ（朝⽇‧共同‧東京、地⽅紙、Japan 

Times、ハフポスト、オルタナほか）

決め⽅問題を「エネ基」の論点とすることには⼀定の成果

第７次エネ基の審議のなかで、政策決定プロセス「決め方問題」がトピックに
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エネ基をめぐる政策決定プロセス：第6次策定時と大きくは変化なし

検討の主導権 経産省（エネ庁）＋官邸主導 経産省（エネ庁）主導

主たる検討の場 総合資源エネルギー調査会
再エネ規制総点検タスクフォース 総合資源エネルギー調査会

GX推進の枠組み なし GX実⾏会議
GXリーダーズパネル

審議会委員の構成 偏りあり
（年代‧性別‧業種‧スタンス） 改善なし

需要家‧将来世代の議論参画
極めて限定的

（再エネ⼩委でのJCLPへの
ヒアリングなど）

わずかに前進
（基本政策分科会でのJCLP‧

若者団体へのヒアリング）

国⺠との対話プロセス パブコメ‧意⾒箱のみ 改善なし

第６次エネ基策定時 第７次エネ基策定時



第7次エネルギー基本計画
の見通し



年末に向けてエネ基・GXビジョンなどのとりまとめ段階へ

2024年 2025年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

政
治

行
政

自民党総裁選

米大統領選
COP 29

パブコメ
エネ基検討開始

GX2040リーダーズパネル
議論開始

エネ基素案 エネ基決定

GX2040ビジョン

温対計画検討開始

NDC提出

温対計画決定温対計画素案

GX2040
ビジョン案

G7サミット 衆院選

エネ基

GX2040
ビジョン
温暖化

対策計画

NDC
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年末に向けてエネ基・GXビジョンなどのとりまとめ段階へ
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年末に向けてエネ基・GXビジョンなどのとりまとめ段階へ
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出典：GX実⾏会議（第13回）資料1



再エネも、原子力も。再エネ比率目標引き上げの議論はない。

出典：GX実⾏会議（第13回）資料1
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現実的なトランジションが必要として、石炭・ガス火力を維持。
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出典：GX実⾏会議（第13回）資料1



再び原発推進へ。しかし、脱炭素への貢献は期待できない。

出典：原⼦⼒⼩委員会（第39回）事務局資料

政府は原⼦⼒を最⼤限活⽤する⽅向だが（左図）、それでも発電割合7〜15%をピークに急速に減少する⾒込み（右図）。
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わたしたちにできること
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　　　出典：Climate Integrate「2035年電力システム脱炭素化への政策転換」

「システムチェンジ」で新しい経済社会くらしを作る
　 〜これから手がけることは「こまめな省エネ」を超えた「新しい仕組みづくり」
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これからは、大規模な原子力発電や火力発電を中心とする「エネルギー集中型」の仕組みから、太陽光や風力などの再生可
能エネルギーを中心とする「エネルギー分散型」への社会への転換の時代へ。すなわち、公正な社会の実現に向けた、世界
との関係・仕事のあり方・ものごとの決め方（ガバナンス）・人の価値観を含む「システムチェンジ」を実現すること。

https://climateintegrate.org/archives/2310
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アプローチ1　国の「政策」を1.5℃目標と整合させる
　 〜「仕組み」を変えることは「政策」を変えること。政治や政策にアンテナを張ることが重要

「政策」とは？
国・自治体が公共的な問題解決のた
めに講じる方針・方向性・手段。政
策は、法律や条例・戦略・計画など
で定められる

国の法律・戦略・計画
を強化・改善する
・目標設定
・政策や措置
・見直し規定
・決め方
・市民参加

私たちにできること
・意見を出す
・政府・政治家・企業と対話
し、提案する

●今年度（2024年度）に計画
見直し中。これから国民の意見
募集が予定

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved
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アプローチ2　地方自治体の「政策」を1.5℃目標と整合させる
　 〜各自治体が地域の課題に取り組む中でカーボンニュートラルの施策を推進する

地方自治体の条例・戦略・計画でカーボンニュートラルを推進する
地方自治体による気候変動対策は、市民への省エネ呼びかけなどの「普及啓発」
や、部分的な「補助金」の実施などにとどまる。これからは、子育てや教育、健康
・医療・福祉、 防災、地域交通、地域経済、人口減少などの地域課題の解決と持続
可能なまちづくりの中でカーボンニュートラルを推進することが求められる。

関連する施策は？
自治体により体系は異なるが、幅広い仕組みが関連す
る。
・総合計画・都市計画・公共施設計画
・環境条例や脱炭素条例
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）
・地域エネルギー戦略
・脱炭素先行地域、など

❶ エネルギー
化石燃料 → 再生可能エネルギー

❷ 住宅・建築物
（工場・オフィス、病院、宿、店舗、公共施設等）

断熱・高効率の設備や機器

❸ 運輸
公共交通・徒歩・EV・物流効率化

❹ 食・生産消費
持続可能な農林水産業、地産地消・菜食・流通

まちづくり・くらし・仕事
地域課題解決・地域経済再生

自然の保全・再生（海・森・里山）

カーボンニュートラル
意欲的な温室効果ガス排出削減目標

根本的な変革が必要な領域
以下①-④は、いずれも化石燃料の利用で成り立っている。地域から、それぞれの分野で脱炭素型のインフラへ組み替えていくことが
必要。

根本的な変革が必要な領域

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved
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アプローチ3　地域で「仕組み」づくりに参画する
　 〜自分の地域で、一人ひとりがシステムチェンジの担い手になる

始め方・取り組み方
一人一人の取り組みには、さまざまな場所・テーマ・方法があるが、
重要なのは、「個人でできる省エネ」を超えて、「仕組み」を変える
ことにつながる取り組みを探ること。

始め方の例
✔ 学ぶ（環境団体などの情報を参考に）
✔ 地域で取り組む団体・人を探す
✔ アプローチを探る（自分にあった領域・場所・仲間等）

取り組み方の例
✔ 仲間と

話題にする（関心を示す）
 フォロー・応援・賛同・署名する（共感を示す）
✔ 地域で

自治体の取り組みを調べ、現状を知る（HPなどで）
 自治体や地方議会議員に問い合わせ、対策強化を求める

自治体の計画策定の際に意見を出す
地方議会や審議会を傍聴する（オンラインででも）

 自治体の審議会の公募委員に応募する
 意欲的な地方議会の候補者・現役議員を応援する
 地方議会議員になる
✔ 会社で

関心のある企業の取り組みを調べ、対策強化を求める
同僚と一緒に会社の対策強化に挑戦する

石炭火力を止める運動などに関わることは、急には難しいかもしれない。けれ
ど、リサイクルやエアコンの温度調節などの個人の行動だけでは効果は限定的
で、問題解決には全く足らない。それぞれの地域や職場で自分なりの関わり方
を見つけ、仲間を作って一緒に実践したり、自治体や企業の行動や対策を変え
ることにつなげることは、どこでも誰でも始められる。

　　　出典：『気候変動パーフェクトガイド』
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知る：環境団体・シンクタンク等のレポート・セミナーで情報収集
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知る：環境団体・シンクタンク等のSNSをフォロー
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つながる：地域の気候関連コミュニティやイベントへの参加
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つながる：地域の気候関連コミュニティやイベントへの参加

出典：ゼロエミッションを実現する会
Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved



声をあげる：SNS等でいいね！・シェア・投稿
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声をあげる：パブリックコメント、要望・意見の提出
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声をあげる：パブリックコメント、要望・意見の提出
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声をあげる：署名活動・政策提言への賛同・参加

[例] オンライン署名サイト「change.org」を利⽤した、建築物省エネ法案の早期国会提出を求める署名活動（22年2⽉開
始）。15,000を超える署名を⽊原誠⼆官房副⻑官（当時）などへ提出。法案は同年の通常国会で成⽴。

出典：新建ハウジング出典：Change.org
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声をあげる：地方議会への請願・陳情

出典：ゼロエミッションを実現する会
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声をあげる：投票

出典：ゼロエミッションを実現する会
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Change is Possible!

ご清聴ありがとうございました


